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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】比較的広範な作動範囲、典型的には２０～６０
ｍｍで線形出力信号を提供する。
【解決手段】磁界センサ２との間の相対運動を検出する
ための磁性構造体１は、少なくとも２個の永久磁石３，
４を備える。永久磁石を、例えば直線又は環状線とする
所定の線に沿って、互いから所定の距離ｇで配置する。
永久磁石を線方向に、隣り合う永久磁石同士が、反対の
磁化方向を有するように着磁する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　磁性構造体（１）と磁界センサ（２）との間の相対運動を検出するための前記磁性構造
体であって、該磁性構造体（１）には、少なくとも２個の永久磁石（３、４、９；１５、
１６、１７、１８）を備え、
　前記永久磁石を、所定の線に沿って、互いから所定の距離に配置し、
　前記永久磁石を、前記線の方向に着磁し、
　隣り合う永久磁石は、反対の磁化方向を有し、
　前記距離ｇは、２条件

を満たし、前記数量ｌｍｉｎは、前記線に沿って計測した際の、前記永久磁石の内最短の
長さを表し、前記数量ｌｍａｘは、前記線に沿って計測した際の、前記永久磁石の内最長
の長さを表すこと、
　を特徴とする磁性構造体。
【請求項２】
　前記永久磁石（８）の内の少なくとも２個の間に、比透磁率１００以上の磁性材料製の
物体（８）を配置すること、を特徴とする請求項１に記載の磁性構造体。
【請求項３】
　請求項１又は２に記載の磁界センサ（２）及び磁性構造体（１）を備え、前記磁界セン
サ及び前記磁性構造体を、互いに所定経路に沿って所定の２端部点間で相対的に変位可能
とし、前記磁性構造体により発生する前記磁界の方向が前記経路に沿って回転する、位置
エンコーダであって、片方の端点から他方の端点まで相対運動する間の前記磁界の回転を
、前記線及び前記経路が広がる前記平面において３６０度以下とすること、を特徴とする
位置エンコーダ。
【請求項４】
　請求項１又は２に記載の磁界センサ（２）及び磁性構造体（１）を備え、前記磁界セン
サ及び前記磁性構造体を、互いに所定経路に沿って所定の２端部点間で相対的に変位可能
とし、前記磁性構造体により発生する前記磁界の方向が前記経路に沿って回転する、位置
エンコーダであって、前記磁性構造体には、少なくとも３個の永久磁石を備え、前記永久
磁石により前記経路に沿って発生する磁界の強度を、前記経路の２端点間で連続的に又は
断続的に増大させ、前記磁界を３６０度超回転させること、を特徴とする位置エンコーダ
。
【請求項５】
　前記線及び前記経路を、互いから所定の距離Ｓで配置し、該距離Ｓは条件

を満たし、数量ｄは、前記線と直交して計測した際の、永久磁石の直径を表すこと、を特
徴とする請求項３又は４に記載の位置エンコーダ。
【請求項６】
　請求項１又は２に記載の磁界センサ（２）及び磁性構造体（１）を備え、前記磁界セン
サ及び前記磁性構造体を、互いに所定の円軌道に沿って所定の２端部点間で相対的に変位
可能とし、前記磁性構造体により発生する前記磁界の前記方向が前記円軌道に沿って回転
する、角度エンコーダであって、前記磁界の回転を、前記線及び前記円軌道が広がる平面
において、片方の端点から他方の端点まで相対運動する間、３６０度以下とすること、を
特徴とする角度エンコーダ。
【請求項７】
　請求項１又は２に記載の磁界センサ（２）及び磁性構造体（１）を備え、前記磁界セン
サ及び前記磁性構造体を、互いに所定の円軌道に沿って所定の２端部点間で相対的に変位
可能とし、前記磁性構造体により発生する前記磁界の前記方向が前記円軌道に沿って回転
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する、角度エンコーダであって、前記磁性構造体には４個の永久磁石を備え、該永久磁石
の内２個の隣り合う永久磁石を、他方の２個の永久磁石より強力に着磁し、前記磁界の片
方の端点から他方の端点までの前記相対運動における回転を、７２０度以下とすること、
を特徴とする角度エンコーダ。
【請求項８】
　請求項１又は２に記載の磁界センサ（２）及び磁性構造体（１）を備え、前記磁界セン
サ及び前記磁性構造体を、互いに所定の円軌道に沿って所定の２端部点間で相対的に変位
可能とし、前記磁性構造体により発生する前記磁界の前記方向が前記円軌道に沿って回転
する、角度エンコーダであって、前記磁性構造体には少なくとも３個の永久磁石を備え、
前記永久磁石により前記円軌道に沿って発生する磁界の強度を、前記円軌道の前記端点間
で連続的に又は断続的に増大させ、前記磁界を３６０度超回転させること、を特徴とする
角度エンコーダ。　　　
【請求項９】
　前記線及び前記経路を、互いから所定の距離Ｓに配置し、該距離Ｓは条件

を満たし、数量ｄは、前記円軌道の径方向で計測した際の前記永久磁石の直径を表すこと
、を特徴とする請求項６から８の何れかに記載の角度エンコーダ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、磁性構造体と磁界センサとの間での相対運動を検出するための磁性構造体に
関する。
【背景技術】
【０００２】
　磁性構造体と磁界センサとを組合せて、直線相対運動を計測可能な非接触式位置エンコ
ーダを構成する。ミリメートル領域内の経路に対する位置エンコーダが、現在、機械及び
自動車産業の装置で多数使用されている。
【０００３】
　位置エンコーダが、塵、繊維、オイル蒸気等で、ひどく汚れるような用途の場合、磁気
式位置エンコーダが、装置の機械的可動部品と機械的非可動部品との間を気密封止する必
要がないため、広く使用されている光学式位置エンコーダに代わる頑丈で安価なものの代
表となる。
【０００４】
　磁性構造体と磁界センサとを組合せて、回転角度を計測可能とする角度エンコーダを構
成することもできる。
【０００５】
　磁性構造体と電子センサとの間の直線相対運動を非接触で測定する方法が、欧州特許第
ＥＰ９７９９８８号から知られている。該磁性構造体は、単一の軸方向に磁化した永久磁
石、又は互いに隣り合わせに配置し、螺旋状に磁化した複数の永久磁石を含む。センサを
、永久磁石から横方向に離間して配置し、該センサで磁性構造体により発生する磁界の径
方向及び軸方向成分を計測する。
【０００６】
　欧州特許第ＥＰ１２４３８９７号からは、磁性構造体により発生する磁界を、対称軸に
対して回転対称とし、磁界センサで、磁界源の対称軸と直交して延在する平面に存在する
磁界の２成分を計測する装置が知られている。
【発明の開示】
【０００７】
　本発明は、位置エンコーダにおいて使用する磁性構造体を改良する目的に基づくもので
あり、該位置エンコーダは、比較的広範な作動範囲、典型的には２０～６０ｍｍで線形出
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力信号を提供する。
【０００８】
　この目的を、本発明に従い、請求項１の特徴によって達成する。有利な実施形態につい
ては、従属クレームから獲得する。位置エンコーダ及び角度エンコーダとして用いる、本
発明による磁性構造体と、磁界センサとの有利な組合せについては、請求項３から９で規
定する。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００９】
　本明細書に組込まれ、本明細書の一部を構成する添付図は、本発明の１つ以上の実施形
態について図示し、詳細な記述と共に、本発明の原理及び機能について説明する役割を果
たす。これらの図は、正確な縮尺ではない。
【００１０】
　本発明は一方で、磁界源として位置エンコーダで使用可能な磁性構造体に関し、他方で
は、磁界源として角度エンコーダで使用可能な磁性構造体に関する。以下の実施例１～６
は、位置エンコーダ用の磁性構造体に関し、該位置エンコーダでは、磁性構造体と磁界セ
ンサとの間の相対運動が所定の軸に沿って生じる。この位置エンコーダを、例えば空気圧
又は油圧ピストン／シリンダシステムで、磁性構造体をピストンに収容し、磁界センサを
シリンダに固定して、使用する。
【実施例１】
【００１１】
　図１では、磁性構造体１及び磁界センサ２を示しており、これらが合同で位置エンコー
ダを構成する。磁性構造体１は、２個の円筒形永久磁石３及び４から成る。永久磁石３、
４を棒磁石とし、両磁石を同じ長さｌ及び同じ直径ｄとし、互いから距離ｇだけ離間させ
て共通軸５上に配置する。棒磁石を軸方向に、磁化方向を互いに反対にして、着磁する。
軸５は、個々の永久磁石３、４の対称軸であると共に磁性構造体１の対称軸でもある。磁
性構造体１で発生する磁界は、軸５に関して回転対称となる。磁性構造体１を磁界センサ
２に対して、磁性構造体１の対称軸と平行して延在する軸６に沿って、２端部位置Ａ１と
Ａ２の間で転位可能とする。永久磁石３及び４を、キャリア（図示せず）に固定する。
【００１２】
　図１では、磁性構造体１で発生する磁界の磁束線７についても示しているが、軸５より
下の領域の磁束線７は、図を明瞭にする理由で省略しており、磁界の方向を矢印で示して
いる。２つの軸５及び６で、図の平面と一致する平面Ｅを規定する。
【００１３】
　磁界センサ２には、磁性構造体１で発生する磁界Ｂのｘ方向に走る成分Ｂｘと、ｙ方向
に走る成分Ｂｙを計測するセンサ部を備え、ｘ方向は軸５に平行に延在し、ｙ方向は軸６
に直交しており、ｘ方向及びｙ方向の両方向とも平面Ｅに存在する。磁界センサ２には更
に電子回路を備え、該電子回路でセンサ部を操作し、センサ部が伝達する信号から単調位
置信号を生成し、該位置信号により、磁界センサ２の軸６上での位置を断定する。この位
置信号を、比率Ｂｙ／Ｂｘ、又は関数ａｒｃｔａｎ（Ｂｙ／Ｂｘ）とする、或は比率Ｂｙ

／Ｂｘ又は関数ａｒｃｔａｎ（Ｂｙ／Ｂｘ）から求めた線形信号とする。この線形化を、
例えば表を用いて表すことができる。磁界センサ２を、既に市販されており、２成分Ｂｘ

及びＢｙを計測し、上記のように該センサから位置信号を生成する磁気的角度センサとす
ることができる。
【００１４】
　直線経路Ａ１-Ａ２に沿って転位する場合、磁性構造体１により発生する磁界の方向は
、連続的に変化する：磁界Ｂは、軸５と経路Ａ１-Ａ２とで広がる平面で、経路Ａ１-Ａ２

に沿って回転する。端部位置Ａ１及びＡ２では、磁界Ｂの方向は同じであり、磁界Ｂは経
路Ａ１-Ａ２に沿って、最大で１周３６０度回転する。磁性構造体１は、磁界の方向が経
路Ａ１-Ａ２に沿って均一に回転する場合、即ち、可能な限り、ｘ成分Ｂｘが正弦波状の
プログレッション（ｐｒｏｇｒｅｓｓｉｏｎ）、ｙ成分Ｂｙが余弦波状のプログレッショ
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ンとなる場合に、最適となる。磁界Ｂの経路Ａ１-Ａ２に沿った回転を均一にする程、関
数ａｒｃｔａｎ（Ｂｙ／Ｂｘ）の直線性が増し、経路Ａ１-Ａ２に沿った分解能のばらつ
きが少なくなる。磁界Ｂの回転の均一性は一方で、２個の永久磁石３、４の長さｌ、該２
個の永久磁石３、４間の距離ｇ、及び該２個の永久磁石３、４の直径ｄの比率によって異
なり、他方で２本の軸５と軸６との間の距離Ｓによって異なる。単独の永久磁石３及び４
夫々は、直径をｄ、長さをｌとして、関係式：

好適には、関係式：

が成立した場合に、所望の特性を有する磁界を発生する。磁性構造体１は、更に永久磁石
３及び４の距離をｇ、長さをｌとして、関係式：

好適には、関係式：

が成立した場合に、所望の特性を有する磁界を発生する。距離ｇを、逆に大きくし過ぎて
はいけない、即ち、

とする。経路Ａ１-Ａ２を直線とする用途の場合、即ち位置エンコーダの場合、以下の

が好適であり、特に、

が好適である。本実施例では、

としている。磁界センサ２の最適な距離、即ち２本の軸５と軸６との間の距離Ｓを、

の範囲とする。磁界がその周りに厳密に３６０度回転する経路Ａ１-Ａ２の長さは、距離
Ｓによって異なる。しかしながら、以下のことが言える：

【実施例２】
【００１５】
　図２では磁性構造体１を示すが、該構造体では、強磁性材料製の円筒体８を円筒形永久
磁石３及び４と磁界センサ２との間に配置している。文字Ｎ及びＳは、永久磁石３、４の
Ｎ極又はＳ極を表す。該強磁性体８を、軸５に対して回転対称とし、この実施例では、強
磁性体８の直径を永久磁石３及び４と同じとする。強磁性体８の比透磁率を、任意の所望
する値にすることができるが、有利には１００超とする。強磁性体８を、例えば鉄（Ｆｅ
）で構成する。強磁性体８を使用して、経路Ａ１-Ａ２に沿って永久磁石により発生する
磁界を、磁界Ｂの方向を経路Ａ１-Ａ２に沿って出来る限り均一に回転させて、最適化す
る。磁束線７のプログレッションが、強磁性体８の領域で変化するが、これは磁束線が強
磁性体８の表面から垂直に出現するためである。経路Ａ１-Ａ２に沿って磁界を均一に回
転させるために、式（１）～（８）について、本実施例においても配慮する必要がある。
磁界が厳密に３６０度その周りに回転する経路Ａ１-Ａ２の長さは、距離Ｓによって異な
る。式（９）が、この場合も適用できる。
【００１６】
　強磁性体８の直径を、磁界の回転の均一性を大幅に減少させない限り、永久磁石の直径
より、若干大きく又は小さくすることができる。
【００１７】
　以下の実施例は、実施例１及び２に関して説明したような、主な思想の更なる変形例に
関する。
【実施例３】
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【００１８】
　図３では、３個の円筒形永久磁石３、４及び９から成る磁性構造体１を示す。永久磁石
３、４及び９をここでもまた棒磁石とし、該永久磁石は同じ長さｌ及び同様な直径ｄを有
し、該永久磁石を共通軸５上に配置する。永久磁石３、４及び９を、隣り合う永久磁石の
磁化方向を互いに反対にして、軸方向に着磁する。磁化方向は、従って１８０度、永久磁
石から永久磁石で変化する。よって、図３に示すように、感磁する磁束線７の回転も変化
する。
【実施例４】
【００１９】
　図４では磁性構造体１を示すが、該構造体では、強磁性材料製の物体８を永久磁石３と
４との間だけでなく、永久磁石４と９との間にも配置している。該強磁性体８を、軸５に
対して回転対称とし、この実施例でも、強磁性体８の直径を永久磁石３、４及び９と同じ
とする。
【実施例５】
【００２０】
　図５では磁性構造体１を示すが、該構造体では、強磁性材料製の物体８を円筒形永久磁
石３と４と磁界センサ２との間に配置している。該強磁性体８を、軸５に対して回転対称
とする。該強磁性体の直径を、値ｄから値ｄ２まで連続的に、永久磁石３及び４からの距
離が離れるにつれて、増大させ、２個の永久磁石３と４の間の中間点で最大値ｄ２に到達
させる。
【実施例６】
【００２１】
　図６では磁性構造体１を示すが、該構造体は、１００以上の高比透磁率を有する材料か
ら成る磁気シールド１０を更に備える。磁気シールド１０により、永久磁石３及び４と磁
界センサ２で構成する位置エンコーダを密封する。磁気シールド１０を、好適にはシリン
ダチューブとする。本実施例では、このチューブの直径をＤｓとする。磁気シールド１０
により、ｘ方向に延在する外部磁界に対して位置エンコーダを遮蔽する一方、他方で磁気
シールド１０は、経路Ａ１-Ａ２の領域での磁束線７のプログレッションを、適切に寸法
設計する場合に、最適化するのに役立つ。
【００２２】
　磁気シールド１０を、磁性構造体１の残部と共に磁界センサ２に対して転位可能とする
、或は磁性構造体１を（磁気シールド１０を伴わず）磁界センサ２及び磁気シールド１０
に対して転位可能にする。この２つ目の場合、シールド１０は、磁界センサ２の領域に開
口部を備えて、磁性構造体１の永久磁石が発生する、磁界センサ２の箇所で磁界に及ぼす
該シールドの影響を軽減することができる。
【００２３】
　図７では、実施例１に関する３曲線を示し、図８では、実施例２に関する３曲線を示し
ており、該３曲線は、磁界の成分Ｂｘのプログレッション１１、成分Ｂｙのプログレッシ
ョン１２、及び両成分から算出した関数ａｒｃｔａｎ（Ｂｙ／Ｂｘ）であり、夫々軸６上
での磁界センサ２の位置に従い表している。関数ａｒｃｔａｎ（Ｂｙ／Ｂｘ）を、参照番
号１３で記す。関数ａｒｃｔａｎ（Ｂｙ／Ｂｘ）は、全ての場合において単調関数となり
、一定の許容誤差範囲内では線形関数とする。これらの図は、関数ａｒｃｔａｎ（Ｂｙ／
Ｂｘ）の直線性は、強磁性体８があった方が、無い場合より高くなるということを示して
いる。
【００２４】
　上記全ての実施例では、磁性構造体１が発生する際の磁界Ｂが、軸５に関して回転対称
となるため、ピストンは、ピストン／シリンダシステムのシリンダに対して軸５に沿って
、磁性構造体１と磁界センサ２が相対的に変位する間に、該変位による影響を位置信号に
与えることなく、回転可能である。
【００２５】



(7) JP 2009-14716 A 2009.1.22

10

20

30

40

50

　図１～図６に関して記述した磁性構造体は、全て同じ長さｌ、同じ直径を有する２個か
３個の永久磁石を備えている。これは好適な解決方法であるが、永久磁石は異なる長さ及
び／又は異なる直径を有すこともできる。その場合、式（１）～（７）を、式（１Ａ）～
（７Ａ）と置き換えてもよい。

ここでは、数量ｌｍｉｎは、軸５に沿って計測した際の、永久磁石の内最短の長さを表し
、数量ｌｍａｘは、軸５に沿って計測した際の、永久磁石の内最長の長さを表す。
【００２６】
　以下の実施例７～１０は、角度エンコーダ用の磁性構造体に関し、該エンコーダでは、
磁性構造体と磁界センサとの間の相対運動が円軌道に沿って生じる。これらの角度エンコ
ーダは、特に連続シャフトを有する用途に適する。これらの実施例では、磁化方向とは、
常に円軌道に沿った方向のことを指す。隣り合う永久磁石が逆の磁化方向を有するという
ことは、該磁石のＮ極又はＳ極同士が互いに対向することを意味する。これらの実施例で
は、局所的なｘ成分が、磁界センサのセンサ部で計測すると、輪状線の接線方向の成分Ｂ

ｔに対応し、計測した局所的なｙ成分が、輪状線に関して垂直方向又は径方向にある磁界
の成分Ｂｒに対応する。磁性構造体を、例えば、連続回転シャフトに固定し、磁界センサ
を移動不能の状態で該シャフトの近傍に離間して取着する。直線相対運動を検出する実施
例と相対円運動を検出する実施例とは、原理的には互いに変形可能であり、例えば軸５及
び軸６を突出させて、２つの同心円又は２つの同心円区分にするようにできる。式（１）
～（８）又は（１Ａ）～（７Ａ）及び（８）を、同じ様に適用する。
【実施例７】
【００２７】
　図９では磁性構造体１を示し、該構造体は、２個の永久磁石１５及び１６と、環状線１
９上に配置された２個の強磁性体８及び１４とを備える。環状線１９を、永久磁石１５及
び１６の対称軸とする。磁性構造体１と磁界センサ２との間の相対運動は、環状線１９と
同心円となる環状線２０に沿って生じる。そのため、永久磁石１５及び１６を、環状線１
９に沿って延在する円弧状磁石として好適に形成される磁石とする。永久磁石１５及び１
６を、互いから離間して配置し、該磁石の磁化方向は、円方向で分かるように、互いに逆
向になっている。永久磁石１５及び１６の断面を、好適には円形又は長方形とする。しか
しながら、永久磁石１５及び１６を、２個の真直ぐな棒磁石にしてもよい。永久磁石１５
及び１６を、互いに接触し、同じ磁化方向を有する複数の真直ぐな棒磁石から構成するこ
ともできる。図１０では、磁性構造体１により発生する磁界Ｂの成分Ｂｒ及びＢｔのプロ
グレッション２２及び２３を示すが、成分Ｂｒは環状線１９の中心点２１に関して径方向
に走り、成分Ｂｔは環状線１９の中心点２１に関して接線方向に走る。通常、磁性構造体
１が、中心点２１を通り図面と垂直に伸びる軸の周りに回転するのに対して、磁界センサ
２は移動不能に配置される。磁界センサ２で計測した際の成分Ｂｘ及びＢｙは、次に局所
的な直交座標系を、局所的な成分Ｂｘを接線方向成分Ｂｔに対応させ、局所的な成分Ｂｙ

を径方向成分Ｂｒに対応させて、規定する。図１０では、計測した成分から算出した際の
、関数ａｒｃｔａｎ（Ｂｙ／Ｂｘ）＝ａｒｃｔａｎ（Ｂｒ／Ｂｔ）についても示している
。同図では、関数ａｒｃｔａｎ（Ｂｙ／Ｂｘ）は、α１からα２の限定的な角度範囲で、
本実施例ではα１＝-３０°からα２＝＋３０°の範囲で、単調で略線形となることを示
している。
【実施例８】
【００２８】
　図１１では磁性構造体１を示すが、該構造体では２個の永久磁石１５及び１６を実施例
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７より長くしている、即ち、角度の点で、該永久磁石によって、環状線１９の一層広い部
分をカバーする。よって、関数ａｒｃｔａｎ（Ｂｙ／Ｂｘ）が略線形となる角度範囲が、
拡大する。この実施例では、図１２から分かるように、角度範囲が既に１８０度になって
いる。
【実施例９】
【００２９】
　図１３では磁性構造体１を示すが、該構造体では２個の永久磁石１５及び１６を実施例
８より長くしている。関数ａｒｃｔａｎ（Ｂｙ／Ｂｘ）が略線形である角度範囲を、この
場合、３６０度としている。
【実施例１０】
【００３０】
　図１４では磁性構造体１を示すが、該構造体は、４個の永久磁石１５～１８を備えてい
る。磁性構造体１で発生する磁界は、環状線２０に沿って、２周回転する、即ち７２０度
回転する。永久磁石１５及び１６と対向する環状線２０の弧上にある永久磁石１７及び１
８で発生する磁界を、永久磁石１７及び１８と対向する環状線２０の弧上にある永久磁石
１５及び１６で発生する磁界より、強力にする。これを、例えば、永久磁石１７及び１８
を、永久磁石１５及び１６より長くする、及び／又は直径を大きくする、及び／又は強力
に磁化する等して、達成する。磁界センサ２は、従って、同様に値｜Ｂｘ

２＋Ｂｙ
２｜を

算出し、そこからその値が０～１８０度の角度範囲にあるか、又は１８０～３６０度の角
度範囲にあるかを判定する。よって、この磁性構造体１はまた、０～３６０度の角度範囲
で位置計測するのにも適する。
【実施例１１】
【００３１】
　実施例１０の解決方法を一概に言えば、少なくとも３個の永久磁石を環状線１９に沿っ
て配置し、永久磁石により環状線２０に沿って発生する磁界を経路の２端点間で連続的に
又は断続的に増やし、３６０度超回転させ、磁界の強度を何れの場合でも、磁性構造体１
に対する磁界センサ２の位置を比率Ｂｙ／Ｂｘ又はそこから算出した関数及び値｜Ｂｘ

２

＋Ｂｙ
２｜から確定可能にする方法で増加させると言える。この解決方法によって、角度

測定の分解能を高められる。
【実施例１２】
【００３２】
　実施例１０の解決方法をまた、実施例１～６と関連して記述したように、位置エンコー
ダに適用できるが、これを一概に言うと、２個以上、少なくとも３個の永久磁石を軸５に
沿って配置し、磁界センサ２でカバーする経路に沿った永久磁石で発生する磁界を、該経
路の端点間で連続的に又は断続的に増加させて、３６０度超回転させ、磁界の強度を何れ
の場合も、磁性構造体１に対する磁界センサ２の位置を比率Ｂｙ／Ｂｘ又はそこから算出
する関数及び値｜Ｂｘ

２＋Ｂｙ
２｜から確定可能にする方法で増加させると言える。かか

る位置エンコーダの作動範囲を、容易に６０ｍｍ以上に増大することができる。
【００３３】
　実施例７～１０で示した強磁性体８、１４により、関数ａｒｃｔａｎ（Ｂｙ／Ｂｘ）の
直線性を向上できる。しかしながら、該強磁性体を省略することもできる。
【００３４】
　円筒形永久磁石だけでなく強磁性体も、環状の永久磁石、即ち長手方向ボア付き棒磁石
、又は環状体と、全実施形態で置換することができる。
【００３５】
　永久磁石を、全実施形態において、片側から他側への比透磁率を１００以上とする強磁
性材料製の物体を取着することで、拡大できる。
【００３６】
　本発明の様々な態様について、前実施例に基づき説明した。様々な実施例に関する特徴
は、各実施例に限定するものではなく、他の全実施例にも適用可能なことは、明白である
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【００３７】
　本発明の実施形態及び用途を示し、記述したが、当然ながら、本開示から利益を享受す
る当業者には、上記以外にも数多くの変更例が、本明細書における本発明の概念から逸脱
することなく可能である。本発明は、従って、付記したクレーム及びそれらの同等事項の
精神におけるものを除き、制限されない。
【図面の簡単な説明】
【００３８】
【図１】本発明の異なる実施形態による、直線相対運動を非接触で検出する磁性構造体及
び磁界センサを示す。
【図２】本発明の異なる実施形態による、直線相対運動を非接触で検出する磁性構造体及
び磁界センサを示す。
【図３】本発明の異なる実施形態による、直線相対運動を非接触で検出する磁性構造体及
び磁界センサを示す。
【図４】本発明の異なる実施形態による、直線相対運動を非接触で検出する磁性構造体及
び磁界センサを示す。
【図５】本発明の異なる実施形態による、直線相対運動を非接触で検出する磁性構造体及
び磁界センサを示す。
【図６】本発明の異なる実施形態による、直線相対運動を非接触で検出する磁性構造体及
び磁界センサを示す。
【図７】略図を示す。
【図８】略図を示す。
【図９】相対円運動を非接触で検出する磁性構造体及び磁界センサを示す。
【図１０】略図を示す。
【図１１】相対円運動を非接触で検出する更なる磁性構造体を示す。
【図１２】相対円運動を非接触で検出する更なる磁性構造体を示す。
【図１３】相対円運動を非接触で検出する更なる磁性構造体を示す。
【図１４】相対円運動を非接触で検出する更なる磁性構造体を示す。
【符号の説明】
【００３９】
１　　　　　　　　　　磁性構造体
２　　　　　　　　　　磁界センサ
３、４　　　　　　　　永久磁石
５、６　　　　　　　　軸
７　　　　　　　　　　磁束線
８、１４　　　　　　　強磁性体
１０　　　　　　　　　磁気シールド
１５～１８　　　　　　永久磁石
１９、２０　　　　　　環状線
２１　　　　　　　　　中心点
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